
南部町可燃ごみ収集運搬業務委託仕様書 

 

１ 契約期間 

  令和７年７月１日から令和１０年６月３０日まで 

 

２ 収集運搬業務の内容 

  収集運搬業務は次に掲げる通りとし、排出される可燃ごみを確実に収集し、未収集が

あってはならない。 

（１）収集区域及び収集日 

  収集区域は、南部町全域とし、収集日、収集箇所は別紙１の通りとする。 

なお、日曜日及び１月１日から１月３日までは収集は行わない。ただし、１月１日か

ら１月３日までの間に日曜日があたる場合は、１２月３１日は収集は行わない。 

（２）収集時間等 

  ① 収集は午前８時から開始し、概ね午後２時までに南部町・伯耆町清掃施設管理組

合クリーンセンター（西伯郡南部町法勝寺２２番地１）への搬入を終えること。た

だし、年末年始等ごみ量が増加する日はこの限りではない。 

  ② 取り残しや緊急時対応は、その都度南部町又は南部町・伯耆町清掃施設管理組合

の指示に従うものとする。 

  ③ 作業は、効率的かつ迅速に行い、粗漏のないようにするものとする。 

（３）収集規定 

  収集に当たっては、次に掲げる事項を留意して行うこと。 

  ① 南部町・伯耆町清掃施設管理組合指定のごみ袋で排出してある可燃ごみを収集す

ること。 

  ② 南部町・伯耆町清掃施設管理組合指定のごみ袋であっても、袋の中に缶・ビン等

不燃ごみが混入されている袋は収集しなくても良い。 

  ③ 収集しなかったごみにはその理由を明記し、袋に添付すること。 

  ④ その他、南部町又は南部町・伯耆町清掃施設管理組合の指示に従うこと。 

（４）法令等の遵守 

  ① 受託者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第３条に定める収集及び運

搬の基準、その他関連法令を遵守すること。 

  ② 受託者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第５項第４号イからヌまで

のいずれにも該当していないこと。 

  ③ 受託者は、労働基準法、労働安全衛生法、道路交通法その他関係法令を遵守して

業務を行うこと。 

（５）安全対策 

  ① 作業従事者は、町民等に対する安全対策及び交通安全等に対して細心の注意を払

い、事故のないように努めること。 

  ② 受託者は、作業従事者に対して、安全衛生の指導管理を徹底させること。 



 （６）収集運搬作業の注意事項 

  ① 本業務を適正に履行するために必要な数の従事者を配置しなければならない。な

お、収集運搬作業は、収集車両１台以上（ダンプ式とする。）、収集作業員３名以上

で行わなければならない。 

② 作業従事者は、適正な作業着を着用し、町民等に対して親切丁寧に応接し、不快

の念を持たれるような服装及び行動をしないこと。 

    

３ 収集運搬車両 

 （１）任意保険 

使用する車両には、対人及び対物賠償金額が無制限の自動車保険に加入すること。 

 （２）飛散防止 

   使用する車両は、ごみが飛散し又は流出する恐れのないものでなければならない。 

 （３）届出事項 

    受託者は、使用車両の車種及び登録番号を記載した書類等、次に掲げる書類を提出

すること。また、使用車両に南部町委託業務であることを明示すること。 

   ① 車検証（写し） 

   ② 車両保険証（写し） 

 

４ 業務実施基準 

 （１）受託者は、毎日の業務実績状況を作業日誌に記録し、それを取りまとめた月別実績

報告書を翌月に南部町及び南部町・伯耆町清掃施設管理組合に提出するものとする。 

（２）受託者は、委託業務の履行について、交通事故その他第三者に損害を及ぼしたとき

には、受託者において解決し、賠償しなければならない。 

（３）受託者は、委託業務を第三者に委託してはならない。 

 

５ その他 

 （１）委託業務内容の変更 

    南部町の一般廃棄物基本計画及び南部町・伯耆町清掃施設管理組合の収集作業計画

並びに施設の改変等やむを得ない状況で必要であると認めるときは、受託者と協議の

上、本業務の内容を変更することとする。 

 （２）この仕様書に定めのない事項又はこの仕様書の条項に疑義を生じた事項については、

必要に応じて南部町と受託者が協議して定めるものとする。 

（３）長期契約に関する事項 

本契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３及び南部町長

期継続契約の締結に関する条例（平成１８年南部町条例第７号）に基づく長期継続

契約であることを双方確認し、疑義が生じた場合は、当該法令の趣旨に基づいて、

双方協議の上解決するものとします。また、本契約締結日の属する年度の翌年度以

降において、歳出予算の当該金額について減額又は削除があった場合、町はこの契



約を変更または解除することができることとします。この場合は、この契約を変更

または解除しようとする会計年度開始日の２ヶ月前までに、受託者に通知を行うも

のとします。 

 

（４）入札金額 

１ヶ月分（税抜き）の金額とします。 

 

 

（添付資料） 

１．収集区域図 

２．地区別収集箇所及び実績 


